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亡した。Ｘは，Ａの妻 Y1（当時，85 歳）と長男 Y2などに対して，死亡事故の




















） 名古屋地判平成 25 年月日民集 70 巻号 745 頁。評釈として，清水惠介「認知症患者の
人身事故における親族の監督責任 名古屋地裁平成 25 年月日判決を踏まえて」実践成年後
見 49 号（2014 年）79 頁，宮下修一「認知症高齢者の列車事故と不法行為責任・成年後見制度

























なお，Y1と Y2は民法 709 条の過失に因る責任をも問われたが，Ａが一人で
外出して徘徊し，鉄道の線路内に入り込むような行動をすることの具体的予見
立教法学 第 95 号（2017)
96（49）
） 名古屋高判平成 26 年月 24 日民集 70 巻号 786 頁。評釈として，加藤雅信「認知症高齢
者の介護者の法的責任」民事判例号（日本評論社，2014 年）102 頁，冷水登紀代「認知症高
齢者の加害行為と配偶者の 714 条責任」民事判例号（日本評論社，2014 年）108 頁，前田太
郎「認知症患者の加害行為について高齢配偶者の 714 条に基づく責任を認めた判決」新・判例
Watch 15 号（2014 年）83 頁，犬伏由子「認知症の高齢者が	徊中，鉄道の駅構内で列車に衝
突し，鉄道会社に損害を与えた場合において，妻の監督義務者としての責任が肯定された事例」
私法判例リマークス 50 号 37 頁，清水惠介「認知症者の鉄道事故につき妻の監督責任を認めて
半額の損害賠償を命じた事例 名古屋高裁平成 26 年月 24 日判決」実践成年後見 53 号（2014
年）87 頁，大澤逸平「責任無能力者の行為に起因する損害の『帰責』と『分配』 名古屋高判
平成 26 年月 24 日をめぐる覚書」専修ロージャーナル 10 号（2014 年）83 頁，前田陽一「認
















第 65 号による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 22 条項に
より精神障害者に対する自傷他害防止監督義務が定められていた保護者や，平
成 11 年法律第 149 号による改正前の民法 858 条項により禁治産者に対する
療養看護義務が定められていた後見人が挙げられる。しかし，保護者の精神障
害者に対する自傷他害防止監督義務は，上記平成 11 年法律第 65 号により廃止
された（なお，保護者制度そのものが平成 25 年法律第 47 号により廃止された）。ま




） 最判平成 28 年月日民集 70 巻号 681 頁。評釈として，窪田充見「時論・最判平成 28
年月日 JR 東海事件上告審判決が投げかけるわが国の制度の問題」ジュリスト 1491 号
（2016 年）62 頁，米村滋人「法律判断の『作法』と法律家の役割 認知症鉄道事故の最高裁判
決に寄せて」法時 88 巻
号（2016 年）頁，同「責任能力のない精神障害者の事故に関する
近親者等の損害賠償責任」法教 429 号（2016 年）53 頁，二宮周平「認知症高齢者の鉄道事故と
監督者の責任 最高裁平成 28 年月日判決をめぐって」実践成年後見 63 号（2016 年）65
頁，原田剛「認知症高齢者鉄道事故訴訟最高裁判決をめぐって」実践成年後見 63 号（2016 年）
75 頁，清水恵介「JR事件最高裁判決を読み解く 成年後見法の観点も含めて」実践成年後
見 63 号（2016 年）84 頁，青野博之「認知症の者が発生させた事故とその配偶者・子の民法
714 条項に基づく損害賠償責任」新・判例Watch 108 号（2016 年）頁，廣峰正子「責任無
能力者の惹起した損害は誰に帰責すべきか JR 東海事件最高裁判決」The Financial and Busi-
ness Law Precedents 1493 号（2016 年）頁，岩村正彦「責任能力を欠く認知症高齢者による
加害行為とその監督義務者の不法行為責任」社会保障研究巻号（2016 年）240 頁，\口範
雄「『被害者救済と賠償責任追及』という病 認知症患者	徊事件をめぐる最高裁判決につい
































































































































） この判決は宮下・前掲注）55 頁注 15 で紹介されている。

































④ 福岡地判昭和 57 年月 12 日判時 1061 号 85 頁
統合失調症のため入退院を繰り返した成年者が，他人の住宅に侵入して住人
を殺した。被害者の両親は，成年者の父親を「事実上の監督者」に当たるとし
て民法 714 条項，709 条に基づく損害賠償を求めた。裁判所は，「事実上の
監督者は，民法第 714 条第項より，責任無能力者の代理監督者として，同条
第項の法定監督義務者と同一の責任を負うものと解するのが相当である」と
立教法学 第 95 号（2017)
90（55）
） 同判決が「又はこれに準ずべき者」という表現でもって，「事実上の監督者」構成を採用し


































































立教法学 第 95 号（2017)
88（57）
11） 長崎地佐世保支判平成 18 年月 29 日判タ 1241 号 133 頁の控訴審。評釈として，伸行
「心神喪失者による殺人と父親の監督義務」リマークス 37 号 56 頁，同「精神障害者の他害行為
と近親者の損害賠償責任 福岡高裁平成 18 年 10 月 19 日判決の検討を中心として」中谷陽二編
『精神科医療と法』（弘文堂，2008 年）241 頁以下，田口文夫「心神喪失者が起こした殺人事件

































12） 評釈として，奥野久雄「成人の責任無能力者の加害行為と同居する両親の民法 714 条の責任





























































Ⅳ 学 説 等
 714 条に関する立法・学説状況




















15） 東京高判平成 15 年 10 月 29 日判時 1844 号 66 頁。















法行為責任を定める旧 370 条は，修正されたものの現行民法 709 条としてその
系譜がつながることになるが，他人の行為や自己の物に関する一般規定（旧
371 条）は，個別・具体的な規定に移された。責任無能力者の行為規定（現














立教法学 第 95 号（2017)
84（61）












































20） 法典調査会民法議事速記録第 40 巻（学振版，1935 年）193 丁裏〜195 丁裏〔穂積委員発
言〕。例外的にイギリスだけ，心神喪失者が不法行為責任を負うと指摘する。
































立教法学 第 95 号（2017)
82（63）
22） 末弘厳太郎「私法関係の当事者としての家団（下）」法協 47 巻 12 号 2105 頁（同『民法雑
考』（日本評論社，1932 年）37 頁以下所収）。
23） 我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為』（日本評論社，1937 年）156 頁以下。
24） 平井宜雄『債権各論Ⅱ不法行為』（弘文堂，1992 年）214 頁。
25） 四宮和夫『事務管理・不当利得・不法行為』（青林書院，1987 年）670 頁。ただ，この見解
については，沿革的理解に一致しないだけでなく，責任無能力者一般が加害行為を行いやすい
危険な存在であるとみる誤った事実認識に基づいているとして厳しく批判されている（伸行
「精神障害者による殺傷事故および自殺と損害賠償責任(4)」判評 447 号（1996 年）21 頁注 43。










































る意思決定と家族の役割」法学 74 巻号（2011 年）204〜206 頁等参照。
29） 医療保護入院制度，旧精神保健福祉法 33 条項。保護者以外，精神保健指定医の診察の結
果があっても本人の同意なしに入院させることができる。
30） 我妻・前掲注 23）159 頁，加藤一郎『不法行為〔増補版〕』（有斐閣，1974 年）161 頁，加藤
一郎編『注釈民法（19）』（有斐閣，1965 年）261 頁〔山本進一執筆〕，四宮・前掲注 25）678
頁，平井・前掲注 24）219 頁など。







































立教法学 第 95 号（2017)
80（65）
34） 旧民法 858 条項では，「その療養看護に努めなければならない」とあったが，改正後の現
行民法 858 条では，「その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない」となった。








































厚労省平成 24 年度総括研究報告書（2015 年）149 頁）。
38） 二宮・前掲注















































42） 我妻・前掲注 23）159 頁，四宮・前掲注 25）670 頁，平井・前掲注 24）215 頁。
れるとの指摘も一部には存在する
43)




























43） 町野朔「保護義務者の権利と義務」法と精神医療号（1989 年）31 頁，吉本俊雄「保護義
務者の精神障害者に対する監督責任」判タ 599 号（1986 年）頁，飯塚和之「精神障害者の加
害行為に対する監督義務者の責任に関する一考察 監督義務者概念を中心に」小林三衛先生退
官記念『現代財産権論の課題』（1988 年）163 頁以下など。
44） 中原太郎「過失責任と無過失責任」現代不法行為法研究会編『別冊 NBL 不法行為法の現




































47） 潮見・前掲注 26）423 頁など。
48） 本判決の介護実務への影響については，米村滋人 =和田行男「対談 認知症は閉じ込めてお


































50） 星野英一「責任無能力者・監督義務者の責任」ジュリスト 918 号（1988 年）86 頁。これを





















































56） 上山泰『専門職後見人と身上監護〔第版〕』（民事法研究会，2015 年）189 頁，二宮・前掲
注
）73 頁。
57） \口範雄「耕論 認知症と責任」朝日新聞 2016 年月日付朝刊 13 頁。
58） 堤修三「元厚生労働省老健局長の談話」読売新聞 2016 年月日付朝刊 38 頁。
59） 未成年者の第三者への加害に関する親権者責任（最判平成 27 年月日民集 69 巻号 455
頁）に関する問題も同時に考えなければならない。
60） \口・前掲注
）27 頁は，不法行為法が想定する「伝統的な『被害者救済とそのための加
害者への賠償責任追及』という考え方は，そのような（超高齢化社会・人口減少社会，筆者追
加）新たな社会に適応しない」と述べた上で，社会全体のサポート体制が必要であると述べる
（32-33 頁）。
